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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第134期

第３四半期連結
累計期間

第135期
第３四半期連結
累計期間

第134期
第３四半期連結
会計期間

第135期
第３四半期連結
会計期間

第134期

会計期間

自  平成20年
      ４月１日
至  平成20年
      12月31日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成20年
      10月１日
至  平成20年
      12月31日

自  平成21年
      10月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成20年
      ４月１日
至  平成21年
      ３月31日

売上高 (千円) 4,625,9193,508,9991,451,3741,311,1845,595,807

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △61,340 △59,926 △16,942 60,157△200,692

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) △256,931△69,972△112,770 56,812△422,287

純資産額 (千円) ― ― 8,748,8598,359,4878,449,542

総資産額 (千円) ― ― 11,103,86510,798,55310,551,072

１株当たり純資産額 (円) ― ― 61.04 60.08 60.41

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額(△)

(円) △1.69 △0.50 △0.75 0.41 △2.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 78.79 77.41 80.08

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △41,000 △97,014 ― ― △88,647

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,158,444△140,308 ― ― △2,106,608

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △551,877 82,611 ― ― △590,633

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,722,3911,541,4611,696,172

従業員数 (名) ― ― 228 216 227

(注)  １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  金額については、千円未満の金額を切り捨てて記載しております。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第134期第３四半期連結累計期間、第135期

第３四半期連結累計期間、第134期第３四半期連結会計期間及び第134期は１株当たり四半期(当期)純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、第135期第３四半期会計期間については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４  第134期において、㈱J-netレンタリース京都、㈱Y'ｓアセットマネジメントを新たに連結の範囲に含めてお

ります。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 216（168）

(注)  従業員数は就業人員数であり、契約社員数及び出向者数並びに臨時従業員数は（　）内に当第3四半期連結会

計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 147（71）

(注)  従業員数は就業人員数であり、契約社員数及び出向者数並びに臨時従業員数は（　）内に当第3四半期会計期間

の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

金属製品事業 705,271 84.0

電線・ケーブル事業 410,973 89.9

合計 1,116,245 86.1

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

金属製品事業 851,249 96.0 426,529 123.2

電線・ケーブル事業 374,016 87.8 188,473 91.9

合計 1,225,266 93.4 615,002 111.6

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

金属製品事業 840,253 90.8

電線・ケーブル事業 396,216 83.8

不動産事業 59,936 111.8

その他の事業 14,778 ─

合計 1,311,184 90.3

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  「その他の事業」については、前連結会計年度より連結の範囲に含めた自動車賃貸事業・投資事業を記載し

ております。

４  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱テクノアソシエ ─ ─ 196,657 15.0

（注）前第３四半期連結会計期間の㈱テクノアソシエについては、当該割合100分の10未満のため記載を省略して
おります。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加や生産の持ち直しにより、景気に回復の

兆しがみられるものの、自律性に乏しく、依然として企業収益の大幅な減少や雇用情勢の悪化が続く中、

デフレの影響等もあり、全体的には低調に推移しました。

  当グループの主要な取引先である自動車業界においては在庫調整や経済対策の効果により回復の傾向

がみられ、前年同期に比べ低い水準での推移ではありますが、自動車向け分野を中心に受注が回復してお

ります。

  このような環境下におきまして当グループは、更なる品質の向上及びサービスの拡充に注力するとと

もに、原価低減、販売費及び一般管理費の節約合理化等のコスト削減に引き続き努めてまいりました。

  その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,311百万円（前第３四半期連結会計期間比9.7％

減）、営業利益は57百万円（前第３四半期連結会計期間は15百万円の営業損失）、経常利益は60百万円

（前第３四半期連結会計期間は16百万円の経常損失）、四半期純利益56百万円（前第３四半期連結会計

期間は112百万円の四半期純損失）となりました。

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

（金属製品事業）

  主な取引先である自動車業界において収益改善の兆しはあるものの、家電業界においては円高の影響

等により厳しい情勢が続く中、弱いながらも受注回復の傾向は継続しており、引き続き生産の効率化等に

よる原価率の低減にも努めてまいりました。

  その結果、売上高は840百万円（前第３四半期連結会計期間比9.2％減）、営業利益は97百万円（前第３

四半期連結会計期間比238.2％増）となりました。

　

（電線・ケーブル事業）

  通信用電線・ケーブルにおきましては、引き続き経費削減や生産性の向上に努めてまいりましたが、景

気の低迷による売上の減少の影響が大きく、当第３四半期連結会計期間においても大変厳しい結果とな

りました。

  その結果、売上高は396百万円（前第３四半期連結会計期間比16.2％減）、営業損失は1百万円（前第３

四半期連結会計期間は営業損失11百万円）となりました。

　

（不動産事業）

  不動産事業につきましては、前連結会計年度に購入した賃貸用物件の安定した賃貸収入を確保しつつ、

経費削減に努めてまいりました。

  その結果、売上高は59百万円（前第３四半期連結会計期間比11.8％増）、営業利益は40百万円（前第３

四半期連結会計期間比2.2％増）となりました。
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（その他の事業）

  その他の事業につきましては、新規顧客の獲得や販売促進活動を展開し販路の拡大に取り組んでまい

りましたが、引き続き雇用・所得環境の悪化により個人消費は低迷しており、当第３四半期連結会計期間

においても大変厳しい状況が続いております。

  その結果、売上高は14百万円、営業損失は8百万円となりました。

  なお、その他の事業につきましては、前連結会計年度第４四半期に重要性が増したと判断し、株式会社

Ｊ-ｎｅｔレンタリース京都（自動車賃貸事業）、株式会社Ｙ'ｓアセットマネジメント（投資事業）を

連結対象とし、事業区分を「その他の事業」としております。　

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、10,798百万円（前第３四半期連結会計期間末11,103百万

円）となり、305百万円の減少となりました。在庫圧縮による商品及び製品の減少169百万円、現金及び預

金の減少163百万円等によるものであります。

  当第３四半期連結会計期間末の総負債は、2,439百万円（前第３四半期連結会計期間末2,355百万円）

となり、84百万円の増加となりました。この主な要因は新規借入による長期借入金の増加93百万円等によ

るものであります。

  当第３四半期連結会計期間末の純資産は、8,359百万円（前第３四半期連結会計期間末8,748百万円）

となり、389百万円の減少となりました。この主な要因は自己株式の消却による資本剰余金の減少354百万

円等によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、1,541百万円

（前第３四半期連結会計期間末1,722百万円）となり、当第３四半期連結会計期間における資金は、第２

四半期連結会計期間末から82百万円の減少となりました。

  当第３四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下の通りです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、35百万円の減少（前第３

四半期連結会計期間は125百万円の減少）となりました。

  これは主に、税金等調整前四半期純利益59百万円、減価償却費64百万円、売上債権の増加171百万円、た

な卸資産の増加28百万円、仕入債務の増加27百万円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、58百万円の減少（前第３

四半期連結会計期間は433百万円の減少）となりました。

  これは主に、有価証券の取得による支出50百万円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、11百万円の増加（前第３

四半期連結会計期間は820百万円の減少）となりました。

  これは主に、短期借入れによる収入30百万円、短期借入金の返済による支出15百万円等によるものであ

ります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は14百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

① 提出会社

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

② 国内子会社

当第３四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)

建物及び
構築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱J-netレンタ
リース京都

京都本社
(京都市山
科区)

自動車賃貸
事業

本社設備 ─ ─ 1,678 1,678

(注)  帳簿価額のうち「その他」は、リース資産であります。なお、金額には消費税等は含んでおりません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 143,611,765143,611,765
大阪証券取引所
市場第二部

 

完全議決権株式であり権利内
容に制限のない標準となる株
式であります。
単元株式数は100株でありま
す。

計 143,611,765143,611,765 ― ―

 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ― 143,611 ― 3,900,400 ― 1,178,670

  

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   4,461,300

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 139,145,5001,391,455 同上

単元未満株式 普通株式       4,965― 同上

発行済株式総数 143,611,765― ―

総株主の議決権 ― 1,391,455 ―

(注)  １  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,800株（議決権38個)含

まれております。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式14株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヤマシナ

京都市山科区東野狐藪町
16番地

4,461,300― 4,461,3003.11

計 ― 4,461,300― 4,461,3003.11

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 40 36 45 54 51 34 32 29 30

最低(円) 24 30 31 44 38 28 27 23 24

(注)  株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新橋監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,559,061 1,716,172

受取手形及び売掛金 ※2
 1,460,808

※2
 899,934

商品及び製品 499,716 683,361

仕掛品 189,232 148,502

原材料及び貯蔵品 408,158 370,783

その他 96,733 93,673

流動資産合計 4,213,710 3,912,428

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,208,723

※1
 1,268,918

土地 4,429,171 4,370,044

その他（純額） ※1
 611,422

※1
 638,351

有形固定資産合計 6,249,317 6,277,313

無形固定資産 115,477 135,282

投資その他の資産

破産更生債権等 1,831,795 1,839,970

その他 271,797 274,347

貸倒引当金 △1,883,545 △1,888,270

投資その他の資産合計 220,047 226,047

固定資産合計 6,584,842 6,638,644

資産合計 10,798,553 10,551,072

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 354,669 213,332

短期借入金 300,852 288,160

未払法人税等 12,779 16,047

賞与引当金 6,657 6,375

偶発損失引当金 6,880 10,702

その他 205,830 137,004

流動負債合計 887,668 671,621

固定負債

退職給付引当金 312,886 289,495

その他 1,238,511 1,140,412

固定負債合計 1,551,397 1,429,908

負債合計 2,439,065 2,101,530
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,900,400 3,900,400

資本剰余金 2,882,058 3,236,358

利益剰余金 413,954 483,926

自己株式 △131,718 △466,949

株主資本合計 7,064,694 7,153,735

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,808 △795

土地再評価差額金 1,296,602 1,296,602

評価・換算差額等合計 1,294,793 1,295,807

純資産合計 8,359,487 8,449,542

負債純資産合計 10,798,553 10,551,072
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,625,919 3,508,999

売上原価 3,908,260 2,921,372

売上総利益 717,658 587,626

販売費及び一般管理費 ※1
 778,917

※1
 656,773

営業損失（△） △61,259 △69,146

営業外収益

受取利息 14,075 －

助成金収入 － 6,123

その他 19,525 15,529

営業外収益合計 33,601 21,652

営業外費用

支払利息 7,250 5,060

賃貸収入原価 － 2,692

その他 26,432 4,678

営業外費用合計 33,683 12,432

経常損失（△） △61,340 △59,926

特別利益

貸倒引当金戻入額 13,656 4,724

その他 3,312 42

特別利益合計 16,968 4,766

特別損失

固定資産除却損 － 3,692

減損損失 － 3,464

たな卸資産評価損 34,854 －

貸倒引当金繰入額 50,000 －

その他 11,088 33

特別損失合計 95,943 7,191

税金等調整前四半期純損失（△） △140,315 △62,350

法人税、住民税及び事業税 7,321 7,621

法人税等調整額 109,294 －

法人税等合計 116,616 7,621

四半期純損失（△） △256,931 △69,972
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,451,374 1,311,184

売上原価 1,224,923 1,032,146

売上総利益 226,450 279,037

販売費及び一般管理費 ※1
 242,232

※1
 221,458

営業利益又は営業損失（△） △15,781 57,578

営業外収益

受取利息 2,349 －

受取賃貸料 1,823 1,349

助成金収入 － 2,739

その他 4,410 2,404

営業外収益合計 8,583 6,493

営業外費用

支払利息 2,682 1,842

賃貸収入原価 1,744 901

その他 5,318 1,170

営業外費用合計 9,744 3,914

経常利益又は経常損失（△） △16,942 60,157

特別損失

固定資産除却損 － 804

減損損失 5,456 －

たな卸資産評価損 4,387 －

その他 1,525 －

特別損失合計 11,370 804

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△28,312 59,353

法人税、住民税及び事業税 2,440 2,540

法人税等調整額 82,017 －

法人税等合計 84,457 2,540

四半期純利益又は四半期純損失（△） △112,770 56,812
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △140,315 △62,350

減価償却費 178,847 189,644

減損損失 5,456 3,464

貸倒引当金の増減額（△は減少） 36,343 △4,724

賞与引当金の増減額（△は減少） △48,756 282

退職給付引当金の増減額（△は減少） △47,121 23,390

受取利息及び受取配当金 △14,235 △3,974

支払利息 7,250 5,060

売上債権の増減額（△は増加） 280,635 △560,443

たな卸資産の増減額（△は増加） △110,944 105,541

仕入債務の増減額（△は減少） △99,677 141,337

その他 △85,259 77,779

小計 △37,776 △84,993

利息及び配当金の受取額 14,161 3,161

利息の支払額 △7,019 △5,060

法人税等の支払額 △10,367 △10,122

営業活動によるキャッシュ・フロー △41,000 △97,014

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △50,680

有形固定資産の取得による支出 △2,130,293 △108,112

有形固定資産の売却による収入 13,473 3,828

無形固定資産の取得による支出 △11,774 △4,575

投資有価証券の取得による支出 △97 △3,499

投資有価証券の売却による収入 － 3,450

貸付けによる支出 △210,000 △200,000

貸付金の回収による収入 204,620 203,760

その他 △24,372 15,519

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,158,444 △140,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 820,000 415,000

短期借入金の返済による支出 △857,165 △401,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △7,560 △7,560

自己株式の取得による支出 △277,702 △19,069

配当金の支払額 △149,419 △452

その他 △80,030 △4,306

財務活動によるキャッシュ・フロー △551,877 82,611

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,751,322 △154,711

現金及び現金同等物の期首残高 4,473,714 1,696,172
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,722,391

※1
 1,541,461
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更

前連結会計年度において重要性が増したことにより㈱J-netレンタリース京都及び㈱Y'sアセットマネジメ

ントを平成21年１月１日を連結開始日として連結の範囲に含めております。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「賃貸収入原

価」（前第３四半期連結累計期間5,640千円）については、営業外費用の20/100を越えたため、当第３四半期連

結累計期間より区分掲記しております。

前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却

損」（前第３四半期連結累計期間2,943千円）及び「減損損失」（前第３四半期連結累計期間5,456千円）につ

いては、特別損失の20/100を越えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。

 

　

当第３四半期連結会計期間

(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結貸借対照表関係）

前第３四半期連結会計期間において、固定負債に区分掲記しておりました「長期借入金」（当第３四半期連

結会計期間93,748千円）については、重要性が乏しいため、当第３四半期連結会計期間より固定負債の「その

他」に含めて表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「受取利息」（当第３四半期連

結会計期間1,151千円）については、重要性が乏しいため、当第３四半期連結会計期間より営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。

前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却

損」（前第３四半期連結会計期間166千円）については、特別損失の総額の20/100を越えたため、当第３四半期

連結会計期間より区分掲記しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２  法人税等の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

 

３  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額

※２  手形割引高及び裏書譲渡高

      受取手形割引高

3,550,068千円

 
61,773千円

　

※１  有形固定資産の減価償却累計額

※２  手形割引高及び裏書譲渡高

      受取手形割引高

3,459,042千円

 
438,329千円

　
　

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 367,141千円

賞与引当金繰入額 4,694千円

退職給付引当金繰入額 11,276千円

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 278,420千円

　 　

　 　

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 128,561千円

退職給付引当金繰入額 3,959千円

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 94,058千円

　 　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 1,722,391千円

預入期間が３か月超の定期預金 ─ 千円

現金及び現金同等物 1,722,391千円

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 1,559,061千円

預入期間が３か月超の定期預金 △17,600千円

現金及び現金同等物 1,541,461千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 143,611,765

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,461,323

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

（単位：千円）

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 3,900,4003,236,358483,926△ 466,9497,153,735

当第３四半期連結会計期間末までの変動
額

　
　

　
　 　 　 　

四半期純損失（△） ─ ─ △ 69,972 ─ △ 69,972

自己株式の取得  ※1 ─ ─ ─ △ 19,069△ 19,069

自己株式の消却  ※2 ─ △ 354,300 ─ 354,300 ─

当第３四半期連結会計期間末までの変動
額合計

─ △ 354,300△ 69,972335,230△ 89,041

当第３四半期連結会計期間末残高 3,900,4002,882,058413,954△ 131,7187,064,694

※１  平成21年12月までに市場から19,069千円取得いたしました。

※２  平成21年４月６日付で12,000,000株の自己株式（普通株式）を消却しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
金属製品
事業
(千円)

電線・
ケーブル
事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      売上高

925,000472,75053,6221,451,374 ― 1,451,374

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 925,000472,75053,6221,451,371 ─ 1,451,374

営業利益(又は営業損失
(△))

28,768△11,846 40,004 56,926(72,707)△15,781

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
金属製品
事業
(千円)

電線・
ケーブル
事業
(千円)

不動産事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      売上高

840,253396,21659,93614,7781,311,184― 1,311,184

  (2) セグメント間の内
部売上高又は振替高

─ ─ ─ 2,060 2,060(2,060) ―

計 840,253396,21659,93616,8381,313,244(2,060)1,311,184

営業利益(又は営業損失
(△))

97,286△1,09640,886△8,576128,499(70,920)57,578
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
金属製品
事業
(千円)

電線・
ケーブル
事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      売上高

2,959,8521,555,620110,4464,625,919 ― 4,625,919

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 2,959,8521,555,620110,4464,625,919 ─ 4,625,919

営業利益(又は営業損失
(△))

104,920 4,457 80,836190,214(251,473)△61,259

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
金属製品事
業
(千円)

電線・
ケーブル
事業
(千円)

不動産事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      売上高

2,171,2461,115,328175,60546,8193,508,999― 3,508,999

  (2) セグメント間の内
部
      売上高又は振替高

─ ─ ─ 6,373 6,373(6,373) ―

計 2,171,2461,115,328175,60553,1933,515,373(6,373)3,508,999

営業利益(又は営業損失
(△))

69,894△23,640116,168△15,244147,177(216,324)△69,146

(注) １  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各区分の主な製品

前第３四半期連結累計期間

(1) 金属製品事業 …………… ねじ

(2) 電線・ケーブル事業 …… 通信用電線

(3) 不動産事業 ……………… 不動産賃貸

当第３四半期連結累計期間

(1) 金属製品事業 …………… ねじ

(2) 電線・ケーブル事業 …… 通信用電線

(3) 不動産事業 ……………… 不動産賃貸

(4) その他の事業 …………… 自動車等賃貸・投資関連

３  事業区分の変更

前第３四半期連結累計期間

  従来の不動産賃貸については、「その他の事業」としておりましたが、当該事業区分の売上割合が増加して

おり、今後ともこの傾向が予想されるため、第１四半期連結会計期間より「不動産事業」として区分表示する

ことに変更いたしました。

  この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上高は、不動産事業が110,446

千円増加し、その他の事業が同額減少しております。また、営業利益は、不動産事業が80,836千円増加し、その

他の事業が同額減少しております。

  また、防雷事業については、販路の拡大が見込めなくなったため、前連結会計年度末で事業を廃止いたしま

した。

当第３四半期連結累計期間

  前連結会計年度より㈱J-netレンタリース京都及び㈱Y'sアセットマネジメントの新規連結に伴い、従来の

区分に加え「その他の事業」を新設しております。
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４  会計処理方法の変更

前第３四半期連結累計期間

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１に記載のとおり、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)が第１四半期連結会計期

間から適用されたことに伴い、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法)に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の金属製

品事業の営業利益は22,614千円、電線・ケーブル事業の営業利益は3,081千円それぞれ減少しております。

  更に、金属製品事業においては、当第２四半期連結会計期間より評価方法を変更し「移動平均法による原価

法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)」を採用いたしました。業務合理化を目的とした情報システム

基幹業務パッケージ(EPR)の導入を機に、より適正な期間損益を算定することを目的とした変更であります。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の金属製品事業の営業利益は18,176

千円増加しております。

５  追加情報

前第３四半期連結累計期間

当社及び連結子会社におきまして、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として、資産の利用

状況等を見直した結果、機械及び装置の耐用年数を一部変更しております。この結果、従来の方法によった場

合に比べて、当第３四半期連結累計期間の金属製品事業の営業利益は、1,964千円増加し、電線・ケーブル事業

の営業利益は6,460千円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 60.08円
　

　 　

　 60.41円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 8,359,487 8,449,542

普通株式に係る純資産額(千円) 8,359,487 8,449,542

普通株式の発行済株式数(千株) 143,611 155,611

普通株式の自己株式数(千株) 4,461 15,740

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 139,150 139,871

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 1.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

１株当たり四半期純損失金額 0.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

(注)  １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
２  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 256,931 69,972

普通株式に係る四半期純損失(千円) 256,931 69,972

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 151,979 139,152
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 0.75円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

１株当たり四半期純利益金額 0.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

(注)  １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結会計期間は１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

△112,770 56,812

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△112,770 56,812

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 150,063 139,150

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間

(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

当グループは、平成22年１月28日開催の取締役会において、株式会社ホンダプリモピットインに対して、株式会社

Ｊ－ｎｅｔレンタリース京都の自動車賃貸事業について、平成22年３月１日付で事業譲渡することを決議いたしま

した。

１  事業譲渡の目的

  当社は中核事業である金属製品事業等の製造業に経営資源を集中することを目的として、自動車賃貸事業を

事業譲渡することにいたしました。

２  譲渡する相手会社の名称

  株式会社ホンダプリモピットイン

３  譲渡する事業の内容、規模

  株式会社Ｊ－ｎｅｔレンタリース京都の自動車賃貸事業

  売上高67百万円(平成21年３月期）

４  譲渡の時期

  平成22年３月１日

５  譲渡価額

  無償

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社ヤマシナ

取締役会  御中

　

新橋監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    戸    田    博    之   印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    平    野    秀    輔   印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤマシナの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月　１日から平成20年

12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマシナ及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により四半期連

結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月８日

株式会社ヤマシナ

取締役会  御中

　

新橋監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士   戸    田    博    之    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士   倉    持    政    義    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤマシナの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマシナ及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年１月28日開催の取締役会において、株式会社ホ

ンダプリモピットインに対して、自動車賃貸事業を平成22年３月１日付で事業譲渡することを決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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